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困難となっていた。 図1: 復興のアプローチ 
－ 1 －
 こうした見方に立って、本研究は、大規模災害からの住宅再建に焦点を当て、MSの関与のあり方が異なる東


































































第3章 マルチステークホルダーによる住宅再建支援事業の地理的展開  

















































第4章 結論   
 結論は、本研究で得られた知見を統合する章である。住宅再建における資金配分と行政・MSの関与実態を明
らかにした前章までの論述から、三災害の住宅再建の方法が、中央政府が資金配分を統御する「行政中心型」(東
日本大震災)、行政・MSによる多層的な資金配分を特徴とする「市場インセンティブ活用型」(ハリケーン・カト
リーナ)、MS の資金を大規模に活用する「エイド活用型」(インド洋津波)に整理できる事を再掲した。復興のア
プローチに立ち返り、象限(Ⅰ)のアプローチでは基礎自治体の対応能力に復興の成果が委ねられ、象限(Ⅱ)のアプ
ローチでは各MSによる事業を統合する事が困難となるが、これらの課題を克服する事で象限(Ⅲ)に近づく事を
指摘した。しかしながら、それぞれの状況に合わせつつMSを活用する(Ⅲ)でも、その事業分布は被災程度や社
会経済的特性と関連してある偏りを持つ事を示し、住宅再建の枠組との関係に熟慮が必要である事を述べた。 
 MSが大きく関与する場合、行政による後方支援は必須であり、ある程度の人的・資金的資源を割く必要があ
るため、トレードオフとして地域レベルでのコーディネーションを十分に行う事は困難となる。こうした中、被
害が大きく、相対的に所得が低いなど、ある特性を持つエリアでは事業展開が不均衡となっていた。この課題に
対応するためには、コミュニティによる主体的なMSとの調整が重要となる事、MS間の連携・協働によるリス
ク分散、行政が地域スケールで再建の価値を担保する事の重要性を指摘し、MSを活用する際の具体的問題点に
ついても取りまとめている。 
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